
2011年 11月 i6日

17:15-18:30 衆 2-民主A

民主党 社会保障と税の―体改革調査会総会 (第 4回)次第

司会 :大久保 勉・事務局長代行

1.挨 拶

2.医療 口介護分野の検討状況について ヒア リング

説明 :厚生労働省  大谷 泰夫  医政局長

宮島 俊彦  老健局長

外国 崇   保険局長

3.医療・介護WTで の議論の経過について報告

説明 :柚木 道義  医療・介護WT座長

4.その他

【次回予定】 11/24(本 )17:30(予定) 社会保障と税の一体改革調査会
年金の検討状況についてヒアリング

【会議開催経過】
10/26(水 )一体改革調査会・税調合同総会 役員構成 。進め方を確認、一体改革全体の進捗ヒアリンク・

‖/2{水| 一体改革調査会 '税調合同総会 神野直彦・東京大学名誉教授、河野龍太郎 BNP A° リハ
・
証券チーフコパスト

11/11(金)一体改革調査会総会 子ども 。子育て分野の検討状況についてヒアリンク
・



2011年 11月 16日

社保税調査会

今後の会合の進め方などについて

11月 15日 の役員会議で確認したのは以下のとおり。

○ これまでの実績

10月 26日 (水)税調と合同会議 役員構成 。進め方確認、一体改革全体の進捗ヒアリング
11月 02日 (水)税調と合同会議 神野 。東大名誉教授、河野 BNPハ

゜
りA'証券チーフコパスト

11月 09日 (水)子 ども。子育て (新システム関連)の具体化作業の状況についてヒアリング

○今後の総会日程について

(11月 30日 以降は税調との合同会議、以下は社保改革部分のみ)

11月 16日 (水)医療・介護等の具体化作業の状況についてヒアリング
11月 24日 (木)年金の具体化作業の状況についてヒアリング
11月 30日 (水)団体ヒアリング (連合、経団連、地方など)

12月 07日 (水)厚労省の各審議会の最終的な検討状況をヒアリング
12月 12日 の週以降、政府の大綱骨子案について議論

○厚生労働部門会議の各 WTでの議論内容の取扱いについて

今回の党の議論は、「一体改革成案」に沿った具体化。
各 WTの議論内容と「一体改革成案」に岨輛が指摘されることのないよう、各

WTから提出されるペーパーについては、社保税調査会コアメンバー会議及び役員
会議で精査することとする。

● ‖月 16日 及び ‖月24日 の総会において、政府からのヒアリングとあわせ、厚
生労働部門会議の各 WTの進捗状況について中間報告を行う。これに先立ち、コ
アメンバー会議及び役員会議を開催し、中間報告の内容について精査する。

● 12月 2日 (金)までに、医療介護 WT、 年金 WTのそれまでの議論内容について
は、長妻厚生労働部門会議座長兼社保税調査会事務局長に提出。
(成案に直接関連するのは医療介護 WT、 年金 WT。 必要に応じて生活保護 WTも。

子ども子育てについては別途、内閣、厚労、文科、男女共同参画調査会等の合
同部門会議で議論。)

● 12月 6日 (火)の社保税調査会コアメンバー会議および役員会議に議論内容を
提示。(必要に応じて、社保税コアメンパー会議から再検討依頼 (9日 まで))

● 社保税コアメンバー会議からの再検討依頼については各WTで議論→長妻部会長
に 9日 (金)までに再提出→社保税コアメンバー会議で一定のとりまとめ→大
綱骨子案の議論 (12日 以降)へ反映させる。

以上



2011年 11月 16日

民主党社会保障と税の一体改革調査会資料

社会保障・税一体改革成案の論点 (医療 0介護)

医療・介護W丁

l.報酬改定

(診療報酬改定)

○「社会保障。税一体改革成案」の確実な実現に向けた最初の改定

であり、「2025年の医療・介護の姿」を描きながら、病院・病床

機能の分化・強化と連携、在宅医療の充実等の課題に対応。

06年に 1度の診療報酬と介護報酬の同時改定では、医療保険と介

護保険との整合性を高め、役割分担と連携をこれまで以上に進め

る。

○民主党マニフェス トに基づき、救急、産科、小児科、外科といった

分野の再建に引き続き取り組み、国民に質が高く安全な医療を提供

すべき。

○質の高い医療の効率的な提供に向けて、負担の大きな医療従事者

の負担軽減に引き続き取り組みつつ、病院・病床機能の分化・強化

と後方機能等を重視した医療機関間の連携を進め、特に、長期療養

に関する病院・病床機能については、効率的なあり方に向けた見直

しを行っていくべき。

○今後、高齢者人口の増加や、高齢者の単身世帯の増加が見込まれ

るなかで、地域生活を支える在宅医療を提供する医療機関につい

て、さらにその役割を盟確にし、不適切な事例の防止にも留意しつ

つ、機能強化を図つていくべき。
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○また、在宅における歯科医療や薬剤管理が促進されること等、患

者一人一人の生活の質に配慮することが重要。

○訪問畳量墜■2JttJテーションなどの、医療と介護の整合性が求

められる分野については、医療的ケアの必要性に応じて、患者にと

って最も効果的なサービスの提供となるよう、見直しを行うべき。

○あらゆる場面において本人や家族の意見が尊重されることが大原

則である。人生の最後の場面で個人の状態に応じた看取りの場所や

医療が確保されていることが国民の安心を実現する上で欠かせな

いものであり、これを充実させていく取組を行う必要がある。

○医療保険制度を持続可能なものとするためには、医療費の適正化

につながるものについては、積極的に推進していく必要があり、例

えば後発医薬品の使用促進等については、引き続き進めていくべ

き。

○改定率については、国と保険者の厳しい財政状況を勘案する必要

があるが、我が国の医療が置かれた厳 しい状況に対応するため、民

主党マニフェス ト2010に おいて「診療報酬の引き上げに、引き続

き取り組みます」と記載されていることを踏まえた対応を政府に求

める。

(医療提供体制 )

○高度急性期への医療資源の集中投入などの入院医療強化や、亜急

性期・回復期リハビリ、慢性期等の機能分化・強化と集約化により、

入院から早期に地域に復帰できる体制を構築。
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○住み慣れた環境でできるだけ過ごせるよう、在宅医療 口介護のサ

―ビス確保や、医療と介護の連携強化を図ることにより、地域で適

切な医療・介護サービスが受けられる体制を構築。

○喫緊の課題となっている医師確保や、医師の地域間、診療科間の

偏在の解消。

○医師を始めとするスタッフの業務が増大する中で、チーム医療を

推二するため、日本の実情に即した医師と看護師等との協働・連携

のあり方を検討。

○医療イノベーションの推進に向けて、質の高い臨床研究や医師主

導治験等を促進するためのインフラを整備。

(介護保険制度・介護報酬改定 )

○介護保険制度改革及び介護報酬改定については、住み慣れた地域

で安心して暮らすことができるよう、地域全体で介護を支える「地

域包括ケア」の体制づくりの実現を目指すべきである。そのため、

給付と負担のバランスを図り、制度の持続可能性を確保しながら、

在宅重視、医療と介護の連携、安定的な介護人材確保、ケアマネジ

メントの機能強化などの課題に着実に取り組む必要がある。

○介護報酬改定の改定率については、介護が必要な高齢者に対して

良質な介護サービスの必要量を提供するとともに、介護職員の処遇

改善を介護報酬で対応する場合には、処遇改善を確実に図る観点か

ら、民主党マニフェス ト2009において「介護労働者の賃金を月額

4万円引き上げる」と記載されていることを踏まえた適切な対応を

政府に求める。
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‖.制度改正

※意見が分かれている点

(介護保険制度)

・処遇改善交付金

・介護納付金の総報酬割導入

・給付の重点化、利用者負担

(医療保険制度 )

・高額療養費の見直しと受診時定額負担の導入

・70歳以上 75歳未満の方の患者負担

・高齢者医療制度の見直し
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医療・介護制度改革について

平成23年 11月 16日

厚生労働省



A 綸額は公ξ1015年 )

社会保障・税一体改革成案

B除轟造
・
温弊)) ?―鼎 翁甥 飼‐

工程表 (抄 )

C  工程

O地域の実情に応じた医療・介獲サービスの提供体制の効率化・重点化と

～診療報酬 。介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための一括的な法整備～
病院・病床機能の分化・強化と連携
(急性期医療への医療資源の集中投入、
亜急性期・:口性期医療の機能強化等
による入院医療の機能強化、精神保健
医療の改革、医師の偏在是正、地域間
・診療科間の偏在の是正、予防対策の

強化等 )

在宅医療の充実等 (診療所等における
総合的な診療や在宅療姜支援機能の

強化・評価、訪問看護等の計画的整備等 )

(8′7001憲円樹隻)

の

ベースより2倍増

_=搬劇 鋤 Ω順 笠 _12025生に_F■往 _

ベー スより6割程度増
在宅医療等 :20H年 17万人/日

平均在院日数の減少等
(▲ 4′ 300億円程度 )

○平均在院 日数 :2011年 19～ 20日 程度
→ 2025年 高度急性期 :15～ 16日 程度

一般急性期 :  9日 程度

○病床数 :概ね現状水準
○精神医療 :2025年 に在院 日数 1割程

度減少

・ 外来受診の適正化等 (生活習慣病予防、
医療連携、 ICT、 番号、保険者機能
の強化等)(▲ 1′200億円程度 )

・ ICTの活用による重複受診・重複

。20■ 2年以降、 診療
報酬・介護報酬の

体系的見直し

基盤整備のための
一括的な法整備 :

2012年目途 :こ

法案提出

2025年頃まで :こ

医療・介護サービス
のあるべき姿を実現

0. 4兆円稲護蔓 1. 3り

`円

程度

△0 1兆円程度 △0. 6りЬ円程度

0.1兆 円程度 1 2兆円程度

0. 2ツЬ円箱訴蔓 0. 4ツじ円程度

・ 地域包括ケアシステムの構築等在宅介護 ・ 介護予防・重度化予防

天 _難
`_撃

機能
lL、十

介護施設の重劇ヒ
』爾LMに驚甦

I GH、 小規模多機能 :20H年 21万 人/日
|

(▲ 1′ 800イ意円稽罪言)

要介護認定者数 :2025年 に現行
ベースより3%程度減少

司居住系

充実計

(2015年 )

上記の重点化に伴うマンパワー増強 ☆

→ 2025年  77万人/日
|

在宅介護 :20H年 335万 人/日
|

(上記の機能分化等が全て実現する場合の試算 )

～ 0. 6りb円  ～ 2. 3兆円
穫       種   」医療．ｍ柑

医療介護従事者 :2011年 462万 人
- 2025年 704～ 739万 人

～ ■.4兆円程度
冒餐彎桑酎

率化計
～。. 7りじ円程度



B倫認 墨
・
殿誰 )

介護保険制度のセーフテイネツ

DT〒T」牟費)ET蓄雪」牟
費)

工程
)

卜機能の
強化・給付の重点化、満溝性対策

a被用者保険の適用拡大と 国保の財政基盤の安定化・強化・広域化

・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大

(=完全実施の場合▲1′ 600億円)

・ 市町村国保の財政運営の都道府県単位化
・財政基盤の強化

(低所得者保険料軽減の拡充等 (～ 2′ 200億円程度))
※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

b介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、
保険給付の重点化           .介 護納付金の総報酬割導入
・ 1号保険料の低所得者保険料軽減強化   (完全実施すれば▲1′600億円)

(～ 1′300億円)           ・ 軽度者に対する機能訓練等重度化予防に

効果のある給付への重点化

※ 財政影響は、機能強化 と重点化の規模により変動

c高度・長期医療への対応 (セーフティネツト機IEO強化)と給付の重点化

脚
‥こ、神 ～ 0.3り

`円

程度
・…被用者保険の

適用拡大、

総報酬割と
併せて検討

・ 受診時定額負担等 (高額療養買の見直し

による負担軽減の規模に応 じて実施 (病

院・診療所の役割分担を踏まえた外来受

診の適正化も検討)。 例えば、初診・再
診時100円の場合、▲ 1′300億円)ただ

し、低所得者に配慮。
※ 見直 しの内容 |ま ,機能強化 と重点化の規模により変動

dその他
・ 総合合算制度 (番号制度等の情報連携  ・ 後発医薬品の更なる使用偲推、医薬品
基盤の導入が前提)          の患者負担の見直し (医薬品に対する

・ 低所得者対策・コ進性対策等の検討   患者負担を、市販医薬品の価格水準も
考慮して見直す)

・ 国保組合の国庫補助の見直し

・ 高齢者医療制度の見直し (高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等
を踏まえ、高齢世代・若年世代にとつて公平で納得のいく負担の仕
組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど)

長期高額医療の高額療養費の見直し

(長期高額医療への対応、所得区分の

見直しによる負担軽減等)による負担
軽減 (～ 1′300億円程度 )

～ 0.1り
`円

程度
・…受診時定額

負担等と
併せて検討

1曇::F'5彗
制」 |～管雪発円理

医療・
介護②

7」 言ヽ十
医療・

介護計

蒲 ]旱)に お調 騎 変動

充実計   ～ 2.4兆 円程度
(2015年)(改革の内容により変動)

尋蓋 ξ駄
率化

計高選Ъ内墓省]瞑遍誘

重点化 。効率化計 ～ 1.2兆 円程度
(2015年)  (改 革の内容により変動)

～ 2. 3りじ円
離



医療・介護サービス保障の強化

■高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療強化
■在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

病気になつたら
～2倍)|

包括的

マネジメント

‐ _:_二_■‐=二こ
=一

r===■ ■■=‐===二 =‐|

どこに住んでいても、その人にとつて適切
な医療・介護サービスが受けられる社会ヘ

退院したら

<地域包括ケアシステム>

へ
‐
‐
‐
「り′́

亜急性期 。回復
期り八ビリ病院

・地域の病院、拠点病院、
分担が進み、連携が強化。

i ・発症から入院、回復期、退院までスムーズ

:にいくことにより早期の社会復帰が可能に

老人クラブ 。自治会・介護予防・生活支援 等

生活支援・介護予防
・
Ｋ

在 宅

地域包括
支援センター
ケアマネジャー

。医療から介護への
円滑な移行促進

・相談業務やサービス
のコーディネート

※地域包括ケアは、

人口 1万人程度の

中学校区を単位と
して想定

|′・グループ
|(16→ 37ノ

■ k:)鷲ζ
t・ デイサー

伏 口 1万人の場合
キ

′

西著屏覇

~~｀

|

ザЪ、メレ賽響
)|

t~~ 
~`II 診療報酬 。介護報酬の同時改定を実施 ※数字は、現状は2011年、日標は2025年のもの



医療・介護サービスの需要と供給 (必要ベッド数)の見込み

m医 療については け

"詢
はベッ臥 助 は平均稼働

=噛
時 均在院哄 鴫 別 は月当たりの退院患者机 介

部 】讐なξ孵 為露
g。

(注 2)「地域一般病床」は、高度急性期の1/6と 一般急性期及び亜急性期等の1/4で構成し、新規入退院が若干減少し平均在院日数 |

ここでは、地域一般病床は、概ね人口 5～ 7万人未満の自治体に暮らす者 (今後20∞～3000万人程度で推移)100人 当たり1床程度の

=備

量を仮定。    4

′くターン 平成23年度
(2011)

平成37(2025)年度

現状投影シナ リオ 改革シナリオ

各ニーズの単純な病床換算 地域一般病床を創設

高度急性期

【一般病床】
107万床

75%程度
19～ 20日 程度

「
藍魂1

【一般病床】
129万床

75%程度
19～ 20日程度
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1 152万人ノ月 :

【高度急性期】
22万床

.____¬   70%程度
Lf堅侵_115～ 16日程度

【高度急性期】
18万床

菱菫115～ ::冨
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一般急性期

【一般急性期】
46万床

:_高寿i   70%程
度

に ______i l _. 9日 程度

【一般急性期】
35万床

70%程度

I房寿

「

19日
程度

【蠅liJt

一般

病床】
24万床
77%程度
19-20日

程度
亜急性期・

回復期 リハ等

【亜急性期等】
35万床

:j曇人/月 ]  ::1彗蓮優

【亜急性期等】
26万床

llilゝを手i::警IIE屋 : 29万人/月  :

長期療養 (慢性期)

23万床、91%程度
150日 程度

34万床、91%程度
150日 程度

28万床、91%程度

135日 程度

精神病床
35万床、90%程度

300日程度

37万床、90%程度
300日程度

27万床、90%程度
270日 程度

(入院小計 )

166万床、80%程度
30～ 31日 程度

202万床、80%程度
30～ 31日 程度

159万床、81%程度
24日 程度

159万床、81%程度
25日 程度

介護施設

特養

老 健  (老健+介護療養 )

92万人分

48万人分
44万人分

161万人分

86万人分

75万人分

131万人分
72万人分
59万人分

居住系
特定施設
グループホーム

31万人分

15万人分
16万 人分

52万人分

25万人分

27万人分

61万人分

24万人分

37万人分



医療提供体制の機能強化に向けた今後の取組

・ 国民が安心で良質な医療を受けることができるよう、病院・病床の機能分化・強化と集約化により、
入院から早期に地域に復帰できる体制を構築

・ 住み慣れた環境でできるだけ過ごせるよう、地域で適切な医療口介護サービスが受けられる体制を
確立

・ 医師確保や、医師の地域間、診療科間の偏在を解消するとともに、多職種協働によるチーム医療
を推進

0臨床研究を強化するなど医療イノベーションを推進することで、質の高い医療を提供

・ 診療設備の整備や手厚い人員配置がなされるべき急性期病床について、機能分化・強化と
集約化を図るための取組を促進

・ 多職種協働により地域の在宅医療を支援するための在宅医療連携拠点の創設

・ 医師確保、地域偏在の解消に責任を持つ都道府県の役割強化
0 日本の実情に即した医師と看護師等との協働・連携のあり方の検討

・ 医療の質の向上に資する国際水準の臨床研究中核病院の創設     他



平成 24年度診療報酬改定の基本方針 (案 )

重点課題 (案 ) (社会保障審議会医療保険部会・医療部会において議論中)

「社会保障・税一体改革成案」等を踏まえ、以下の課題について重点的に取り組むべき。

O救 急、産科、小児、外科等の急性期医療を適切に提供していくという観点も踏まえた、病院勤務医等の負担の大き
な医療従事者の負担軽減

チーム医療の推進、救急外来や外来診療の機能分化の推進      等

0医 療と介護の役割分担の明確化と地域における連携体制の強化の推進及び地域生活を支える在宅医療等の充実
に向けた取組

在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の推進、看取りに至るまでの医療の充実、在宅歯科、在宅薬剤管理の充実、

1………二萱聾響贅充実     等                                  ・
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改定の視点 (案 )
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:● 充実が求められる分野を適切に評価していく視点
|    がん医療の充実、認知症対策の促進   等

:● 患者等から見て分かりやすく納得でき、安心口安全で生活の質にも配慮した医療を実現する視点
退院支援の充実等の患者に対する相談支援体制の充実に対する適切な評価   等

● 医療機能の分化と連携等を通じて、質が高く効率的な医療を実現する視点
急性期、亜急性期等の病院機能にあわせた効率的な入院医療の評価 、慢性期入院医療の適正な評価   等

● 効率化余地があると思われる領域を適正化する視点

i_____椰匡発晏の使用促進策      等

将来に向けた課題 (案 )
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来年度の改定のみならず、超高齢社会のあるべき医療の姿を見据えつつ、引き続き、「社会保障と税一体改革成案」
において、2025年の姿として描かれた病院・病床機能の2JLE壁 Jヒと連携、在宅医療の充実、重点化口効率化等の推進
等に取り組んでいく必要がある。

急性期、亜急性期、慢性期等の病院・病床機能の分化、強化
地域に密着 した病床における入院医療等の一体的な対応、
外来診療の役割分担、在宅医療の充実

――………………“――――――――――_― ―――――――――――――――…………‥―…―――――――中…………………………………………………………―――――――――ご――___:



0被 用者保険が適用され

ない被用者が増加

●正規労働者中心の雇用前提
等が変化し、非正規労働者
が増加するなど、就労形態
が多様化

●市町村国保の世帯主の職業
を見ると、被用者が約 3割
を占めている

0医 療の高度化で

負担が重い患者が増加

●がん、難病等の新薬登場で
高額薬剤が増加、高額薬剤
の長期服用で負担の重い

患者が増加

●現行の高額療養費は、
非課税世帯ではない
中低所得者の負担が重く、
また、近年この層の人数
が増カロ

あるべき医療サービスを支えるための医療保険制度の機能強化
近年の社会経済情勢の変化に対応し、あるべき医療サービスを支えるため、医療保険制度の機能強化

を図る。

③ 少子高齢化の進行

0高 齢者医療費は更に増加
する一方、支え手は減少

●高齢者医療費を支える
支援金は、加入者数に応じ
た負担が基本のため、財政
力の弱い協会けんぽや健保
組合の負担が重い

● 70～74歳の患者負担は、
法律上2割負担とされて
いるが、毎年度、約2,000

億円の予算措置により1割
負担に凍結中

①働き方にかかわりなく同じ保障を提供

引〉非正規労働者についても健康保険に加入できるようにし、被用者保険の適用を拡大 ※年金と同時実施

③世代間・世代内の負担の公平化

O市 町村国保の財政悪化

●無所得者・失業者・非正規
労働者等の低所得者や、
高齢者が多く加入すると
いつた構造的問題

●市町村の一般会計から
多額の法定外繰入れ

0中 小企業が加入する
協会けんぼの財政悪化

●賃金の低下、毎年の保険料
率の引上げ

引〉高齢者医療について、高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢世代口若年世代に
とつて公平で納得のいく負担の仕組み(支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど)

LR醤
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「
7轟J化、協会けんぼの財政基盤の強化

② 医療の高度化① 雇用基盤の変化 ④ 財政基盤の弱体化

増大する長期・高額な医療に対応するための高額療養費の見直しと、その規模に応じた受診時定額
負担等の併せた検討



高額療養費の改善と受診時定額負担の導入の検討
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給付費増は、保険料と公費による負担
(15年度以降、自已負担の大幅な見直しは行つていない)

現行の自己負担上限額 (70歳未満 )

高額療養費について
○ 高額療養費制度は、高額な医療費がかかつた時に、

定率負担による高額な自己負担によって、家計が破綻
興 う、所得に応じて自己負担に上限を設ける仕組
み 。

O高 額療養費は、自己負担割合の引き上げや医療の
高度化等により、10年間で2倍程度に増加 (平成11年
度 :約 8200億円→平成21年度 :約 1兆8200億円)。

今後も医療費の伸びを大きく上回つて増加すること
が見込まれる。

高額療養費の支給額

10年間で約 2

被保険者本人負担2割→3割

現行の高額療養費の課題

0医 療が高度化する一方で、がんや難病など長期
にわたつて負担が重い患者が生じている。

○ 特に、現在の制度では、70歳未満の一般所得者
の所得区分の年収の幅が大きい(年収約210万～
790万 円)ため、中低所得者層の負担が重い。

○ 自己負担上限額は月単位で設定されているため、
自己負担上限額は超えないが、長期にわたって負
担が重い方の負担が軽減されない場合もある。

月単位の上限額

上位所得者
150,000円 +(医療費-500,000)Xl%

く4月 目～ :83,400円〉

一般所得者

(年収約210万 円 (※ )～約790万 円)

(※ )3人世帯(給与所得者/夫婦子1人)の場合
約210万円
単身 (給与所得者)の場合 約100万 円

80,100円 十 (医療費-267.000円 )Xl%
く4月 目～ :44,400円〉

匡所得者

(住民税非課税)

35,400円

く4月 目～ :24,600円 〉
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高額療養費の改善案

○ 一般所得者の自己負担上限額を、
①年収600万円以上、②年収300万
円～600万円、③年収300万円以
下と細分化し負担を軽減。

〇 年単位の上限を設定することによ
り、患者負担を軽減する。

自己負担上限額の改善案 (70歳未満)

月単位の上限額 年間の上限額

上位所得者
当初3ヵ 月 :150,000円

4月 目～ :83,000円
996,000円

(83,000円 X12月 )

一般所得者
(年収約m万 円～約790万 円)

当初3ヵ 月 :80,000円
4月 日～ :44,000円

501,000F]
(44,000円 X12月 X95%)一般所得者

(年収約300万円～6∞万円)

当初3ヵ 月 :62,∞0円

4月 日～ :44,∞0円

一般所得者
(年収約210万円～3∞万円)

当初3ヵ 月 :44,000円
4月 目～ :35,000円

378,000円
(35,000円 X12月 X90%)

低所得者
(住民税非課税 )

当初3ヵ 月 :35,000円
4月 日～ :24,000円

259,000円
(24,000円 X12月 X90%)

+3600億円(保険料2500億円、公費 1200

医療保険財政は厳しい状況にあり、高額療養費を改善するのであれば、
鈴付の重点化(低額の場合の患者負担を見直す)という視点に立って、

「受診時定額負担J(外来時100円の負担)を提案。

外来受診時100円の負担 (ただし、低所得者は50円の場合)

給付費▲3700億円(保険料▲2700億円、公費▲1100億円)受診時定額負担について

○ 高額療養費の改善の財源は、保険料や公費に求めるべきであり受診時定額負担に反対の意見がある一方で、 医
療保険財政が厳しい中(※ )で、その財源を保険料に求めることはできないため、一つの選択肢として検討すべきとの
意見がある。
(※ )24年度の協会けんぽの保険料率は10%を超える見込み



「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」の開催について

1.趣旨

社会保障・税一体改革の検討に当たつては、特に、国民健康保険制度のあり方については、地方団
体の意見を十分に伺いながら検討を進めることが必要であることから、国民健康保険の構造的な問題
の分析と基盤強化策等について検討するため、厚生労働省と地方の協議を開催することとし、これま
で 5回にわたって事務 レベルのワーキング ログループを開催 してきたところである。

本年 6月 30日 に取 りまとめられた「社会保障・税一体改革成案」においては、医療保険制度改革に
ついて、「税制抜本改革の実施と併せ、2012年 以降速やかに法案を提出」 し、順次実施することとさ
れており、改革案の具体化に向けて、これまでの事務 レベル協議を踏まえた検討を行うための政務 レ
ベルの協議を開催する。

2.メ ンバー

【厚生労働省】辻泰弘厚生労働副大臣、藤田―枝厚生労働大臣政務官

【地方代表】 福田富―知事 (栃木県)、 岡崎誠也市長 (高知市)、 齋藤正寧町長 (秋田県井川町 )

3.協議事項

0市町村国保の構造的問題への対応

・低所得者対策等のあり方  ・事業運営 ヨ財政運営の広域化  ・財政支援のあり方    等

Oその他

4.開催経過

0政 務レベル協議

第1回 10月 24日

0事 務レベル ワーキングログループ(WG)
第1回 2月 25日 、 第2回 6月 6日 、 第3回 7月 14日  第4回 7月 27日  第5回 9月 30日

(事務レベルWGのメンパー)

全国知事会 栃木県、愛知県、鳥取県
全国市長会 福島市、高知市
全国町村会 井川町(秋田県)、 聖籠町(新潟県)

10
厚生労働省 保険局総務課長、国民健康保険課長、高齢者医療課長、調査課長



1回 国民健康保険制度の基盤強化に関
する国と地方の協議(10月 24日 )提出資料

主な論点
1.財政基盤強化策について

○ 低所得者が多く保険料負担が重い、市町村間で所得の格差がある等の構造問題について、どのよう
に対処するか。公費拡充や公費による効果的な支援方法について、どのように考えるか。

0社 会保障口税一体改革成案において、市町村国保に関し、「低所得者保険料軽減の拡充等 (～ 2200億
円程度)」 とされていることについて、どのように考えるか。

O現 在、3100億円の決算補填目的等のための一般会計繰入れ及び1800億円の前年度繰上げ充用が
あるが、これをどのように評価するか。また、社会保障と税一体改革との関係をどのように考えるか。

(検討事項例)・ 低所得者に対する保険料の軽減のあり方

・ 低所得者が多い保険者への支援のあり方
口財政調整機能の強化          等

2.財政運営の都道府,県単位化について

O財 政運営が不安定になるリスクの高い小規模保険者の存在や、市町村間で保険料や医療費の格差
がある等の構造問題について、どのように対処するか。

○ 社会保障・税一体改革成案において、「市町村国保の財政運営の都道府県単位化」とされていること
について、どのように考えるか。

○ 財政運営の都道府県単位化を進める上で、国、都道府県、市町村の役割分担をどのように考えるか。

(検討事項例)・ 財政運営の都道府県単位化の具体的なあり方
・ 財政運営の都道府県単位化の円滑な実施方法  等
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の機能強化に向けた の取組

《サービス提供体制の改革》
0住み慣れた環境でできるだけ過ごせるよう日常生活圏を単位とした在宅医療と連携のとれた在宅介護サービス・

居住系サービスの充実
O介護予防口重度化予防を図り、自立支援を促進する介護予防やケアマネジメントの強化
0重度の要介護状態になつても自宅での生活に近い環境で尊厳ある生活を維持できる施設の重点化とユニット化の
推進

《人材の確保と資質の向上》
0上記のような質の高いサービスを実現できるような人材の確保、養成とそれを支える処遇改善の実現
《制度の持続可能性の強化》
0上記の機能強化と急速な高齢化に伴つて増加する負担について、費用負担の能力に応じた負担の要素を強化し、
重度化予防に効果のある給付への重点化を図ることで、制度の持続可能性を強化

024年度介護報酬改定
・新サービス(24時間定期巡回口随時対応サービス、複合型サービス)の評価など地域包括ケアシステムの基盤整
備

・医療と介護の連携 (入退院時の医療機関と介護サービス事業者の連携、介護施設における医療提供の在り方な
ど)

0介護職員の処遇改善
・23年度末で終了する交付金が果たしている処遇改善、介護労働者の需給逼迫緩和の効果を踏まえ、安定的な介
護サービスの供給確保と介護職員のキヤリアアップを促進する処遇改善方策の実現

○これらの措置の実現を支え、能力に応じた負担の要素強化や低所得者への配慮、給付の重点化を図る制度の見
直し



社会保障・税一体改革が目指す介護の全体像
～高齢者の尊厳の保持と自立支援を支える介護～

0支 援を必要とする人の立場に立った、包括的な支援体制を構築し、また、地域で尊厳を持つて生きられるよう、それ
を支える制度の持続可能性・安定性の確保及び介護人材の確保と資質の向上を図る。

〔 施設サービス 〕(サず喬握すの)
地城における生活の
経読
。自己決定
。多様な住まい方

認知症対応
の推進

〔   居住系サービス   〕
0高齢者の住まいの整備
・サービス付き高齢者住宅

(高齢者人口の3～ 5%)

〔     奮宅サービス     〕

i襴 蝙 [

介護予防
・重度化予防

医療と介護の
連携の強化

綴遍貯罫喜ギ
スの強化地域による認知症者支援ネットワークの

推進

制度の持読可能性。安定性の確保 介護人材の確保と資質の向上
3

0特養
・地域における在宅拠点機

能の重視
・集団ケアから個別ケアヘ

継続的かつプラン化されたリハビリテーションの実施

0老健施設の在宅復帰

機能の強化

。自立支援型ケアマネジメントの効果的な展開
・軽度者に対する機能訓練の重点実施・重度化予防

携強化や地域における必要な医療サービス

O医療ニーズヘの適切
な対応

認知症アセスメントに基づく
ケアマネジメントの導入

・小規模多機能型居宅介護と訪問看護の複
合型サービスを提供
・市町村レベルの在宅医療の計画的整備

BPSDに対応できる      地域の実情に応じた認知症ケアパスの         市民後見人の育成など権利擁護認知症ケアモデル構築             作成

包括的・継続的ケアマネジメントの提供
(地域包括支援センターの機能強化)

‖        あるべき介護サービス体系を支えるための機能強化        騨



社会保障・税一体改革威案
に掲げられた課題

0介護サービス提供体制

・在宅介護の充実
・ケアマネジメントの
機能強化

・施設のユニット化
(2′500億円程度 )

ロマンパワー増強
(2,400億円程度 )

口1号保険料の低所

得者保険料軽減強
化

(～ 1′300億円 )

・介護予防口重度化
予防
口介護施設の重点化
(在宅への移行)

(▲ 1′800億円程度)

口介護納付金の総報
酬導入
(完全実施で▲1′600億円)

・重度化予防に効果
のある給付への重
点化

※数字は2015年の公費

○費用負担の能力に応じた負担の公平化

介護分野の検討課題

24年度の予算編成過程
において検討すべき課題

○介護職員の処遇改善問題
・介護                が期限

介護報酬での対応
→介護報酬2%分
(国費500億円)

交付金での対応

→3年分Q000億円

(1年分 1′900億円)

財源をどう確保するか
→ 介護納付金の総報酬割の導入
→ 給付の重点化(利用者負担の引上げ等)

O平成24年度介護報酬改定

・介護報酬改定率
・各サービスの報酬改定
・地域差の是正
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介護職員の処遇改善

処遇改善交付金の現状

■ 制度

―平成21年度補正予算で基金

を創設し、事業者に交付

■ 効果

―平均給与額1.5万円増加

一介護労働者の需給逼迫状況
は改善

一給与引上げの態様

50% 30% 16%

課 題

■ 財源の確保策

①交付金継続の場合

3年分6000億 円(1年 1900億 円)

②報酬組入れの場合

報酬2%分 =国費500億円

一介護納付金総報酬制導入

―給付の重点化 (利用者負担の引上げ等)

関係者の意見

A`交付金継続 (市町村、事業者団体の一部、労
働組合)

B.報酬組入れ、2%アップ(事業者団体 )

C.事業者の自助努力 (財界、医療保険者 )

※ 事業者の経営は改善

―
回 晦

収支差

3年前との比較

9.3%

+58%

9。9%

+2.6%

5.1%

+44%

15



介護納付金への総報酬割導入
・現行の頭割り負担が、報酬額に比例した応能負担になる。
・協会けんぼに投入されている国庫補助が不要になり、介護サービスの充実に充当できる。

第5期 (平成24～ 26年度)平均 (見込額)

目 爾
健保組合

(労使含めて
の月額)

共済組合

協会けんぼ

(労使含めて
の月額)

○ なお、健保組合内で見ると、負担額の変化は負担能力によって異なり、多くの組合で負担が増加する
が、負担が減少する組合も存在。

4900円    463万 円

4′900R       499フ 5R

1.27%

1.1896

5′800H
【+900円】

6′000円

【+1,10o円】

〔二∬]

4′000円

【‐100円】

5′200円

【+300円】

5′300円

【+400円】

〔盛j醤働Дi〕〕
4′050円

【- 50円】

虫
Ｄ

７

虫
＝
７

ヽ

―

―

ノ
％５８■

■

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
に

ヽ
１
１
１
ノ

4′100円

○ 中小企業の従業員等がカロ入する協会けんぼの費用負担能力を
考慮し、介護納付金の164%分が国庫補助されている。

○ 負担能力に応じた負担になることにより、この国庫補助が不要に
完全導入の場合 :▲ 1′300億円

:▲430億円  (第5期平均の見込額)

1′ 135
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高齢者の保険料 (第 1号保険料)の低所得者対策強化
【現行】低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町村民税の課税状況等に応じて段階別

に設定されている。(標準は6段階)

【見直し】低所得の被保険者で資産等の状況からさらに負担能力が低いと認められる者の保険料について、公費を
投入することにより負担を軽減。

第1号被保険者数 :28,848,463人 (平成21年度末現在)

基準額 X) 市町村民税本人非課税

―

市町村民税本人課税

口仮に、景本曝(1,∞億円)日

i2貧蔦び確堡F聟響をコ1.0

妻聟擬邊弼
1雪コ幕慮 創0751度引き下げる効果がある。

月5,000円程度

(第 5期の全国平均額見込み )

口.25

第2段階

1        ′́
‐́

り    ~   ノf     l  _D          ヽ

1負
担能力に応じた保険料減免を行い、減免分を公費により補填。

第4段階

本人が市町村

民税非課税

(世帯に課税者が
いる)

第5段階

市町村民税課税か
つ基準所得金額
200万 円未満

第6段階

収

第6段階

市町村民税課税かつ

基準所得金額200万
円以上

17

第1段階

生活保護被保護者、
世帯全員が市町村
民税非課税の老齢
福祉年金受給者等

(保険料

第2段階

世帯全員が市町村
民税非課税

かつ本人年金収入
80万円以下等

第3段階

世帯全員が市町村
民税非課税

かつ本人年金収入
80万円超等



昨年介護保険部会で議論した給付に関する制度見直しの論点

|

|

・ 要支援者の利用者負担

・ ケアマネジメンHこ係る利用者負担

・ 一定以上所得者の利用者負担

・ 多床室における室料負担

・ 補足給付における資産等の勘案
|

※ 他に、施設対応を中重度者中心にしていく観点からの見直しについて検討。
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平成24年度介護報酬改定における主な検討課題0論点

○地域で介護を支える体制を構築すること(地域包括ケアシステムの基盤整備)

・新サービス(定期巡回・随時対応型訪間介護看護、複合型サービス)の評価のあり方
口通所介護や訪間介護など居宅サービスにおける自立支援に重点を置いたサービス提供のあり方 等

○医療と介護の役割分担・連携により、効率的で利用者にふさわしいサービスを提
供すること

日入・退院時における医療機関と介護サービス事業所との連携促進のあり方
B訪間看護・リハビリ等、要介護者の在宅生活における医療提供のあり方
・介護施設における医療提供のあり方                          等

○質の高いサービスを確保するため、利用者、事業者、サービス提供者の努力を促
すようなインセンティブを付与すること

・介護職員の円滑な入職、定着に向けて、キャリアアップの仕組みの導入など、介護職員の処遇改善の

あり方
口自立支援型のケアマネジメントヘの転換に向けた、介護支援専門員の質の向上やあり方    等

○ 認 知 症 にふ さわ しいサ ービスを提 供 す ること

日早期発見、重度化予防、医療と介護の連携、地域との連携など、ケアのあり方

・認知症対応型共同生活介護や小規模多機能型居宅介護における医療提供のあり方      等

○ 地 域 間 、サ ー ビス 間 の バ ランス ロ公 平 性 に配 慮 す ること

口地域間の公平性に配慮した地域区分のあり方                      等
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平成24年度介護報酬改定のスケジュール

平成23年

10月    ・介護事業経営実態調査結果公表済み

10月

～11月 ・各サービスの報酬について審議

12月 上旬  ・基本方針取りまとめ

平成24年

1月    ・厚生労働大臣からの諮問を受け、答申

12月 下旬 予算編成過
程において介護報酬の

改定率を決定


